
担当省庁名：　国土交通省

 国際機関名 東南アジア諸国連合貿易投資観光促進センター　（略称）日本アセアンセンター

 種　　　別 国連本体 国連専門機関 ○その他

 所轄官庁担当局課名

金　　　額
邦　　貨 外貨１ 外貨２ レート 拠出率（％） ODA率（％）

単   位 （千　円） （千ドル） （千　　　） （注）
127,776 94.3 100

127,776 94.1 100

141,974 94.3 100

 拠出上位５ヶ国

国　　　　名 　 　　　　　　率（％）
１位
２位
３位
４位
５位

 邦人職員が占めている幹部ポスト
ポストの名称（ランク） 職　員　氏　名 備　　考

 当該機関重要ポストへの邦人職員送り込みについての具体的な計画

平成１５年度：９４５，４８３千円（うち外務省５３２，２０４千円、経済産業省２８５，５０３千円）

平成１４年度：９４１，６８１千円（うち外務省５２８，４０２千円、経済産業省２８５，５０３千円）

平成１３年度：９７３，５８７千円（うち外務省５２８，４０２千円、経済産業省３０３，２１１千円）

総務部長（Ｐ６）
貿易部長（Ｐ６） 佐々木　正明

　　左の率及び順位は
2003年度のもの

（注）我が国と各国とは会年度が異なるため、拠出率については暦年（2001年～2003年）。

  邦人職員数
  うち幹部(D1)
  以上

　上記ポストに加え、総務部長代理、貿易部長代理、投資部長代理、観光部長代理のポストへ、外務、経
済産業省（２名）及び国土交通省から引き続き派遣

事務総長（ＳＧ） 赤尾　信敏 元駐タイ大使

経済産業省から派遣

平成１５年度
平成１４年度
平成１３年度

村上　博之

　設立当時('81)の日ＡＳＥＡＮ関係の焦点は経済摩擦にあり、本センターの活動目的は、我が国のＡＳＥＡ
Ｎ重視政策の具体化という点で、象徴的な意義を有していた。昨２００３年１２月に開催された日・ＡＳＥＡＮ
特別首脳会議を契機として、日ＡＳＥＡＮ関係が新たな時代を迎えたとの認識の下、日・ＡＳＥＡＮ関係全体
における本センターの象徴的な意義は、加盟国が９ヶ国に増えていることもあり、更に重要さを増してい
る。これまで、歴代総長は日本政府関係者が就任し、常時、外務、経産及び国土交通各省からの出向者
が事務局に勤務し、我が方政府との緊密な連携が図られてきている。本センターの最高意志決定機関で
ある理事会においては、本センターは国際機関であるため、ＡＳＥＳＮ側と同様我が国も１名のみの理事と
なっているが、議論のイニシアティブ及び意志決定においては、我が国理事の発言が、ＡＳＥＡＮ側理事に
よって尊重されてきている。

　予算の効率的執行（１回の出張で複数国の複数事業を連続で開催）、経費削減（ＡＳＥＡＮ各国でのセミ
ナー・ワークショップ等の開催にあたり、会場の無償提供等の交渉。国内の他機関との共催。広告費の削
減についての交渉）についての努力が重ねられている。昨２００３年１２月に東京にて開催された日・ＡＳＥ
ＡＮ特別首脳会議に際して首脳間で合意された日本ＡＳＥＡＮ行動計画では、同センターが現在行ってい
る活動の意義を評価している。また、我が国とＡＳＥＡＮ諸国との間で進められている経済連携の議論に
関し、同センターが加盟国各層に対する広報・啓発を行うことは、民間企業や他の機関では果たせない機
能であるとの理解。

拠出金名：ASEAN貿易投資観光促進センター拠出金

国土交通省総合政策局国際観光推進課

日本
ASEAN(ASEAN加盟国のうちミャンマーを除く)

 最近３年間の我が国支払額及び拠出率、ODA率

　　　 　　　　１８人
　　　うち　　　３人

当該機関の職員数
及び邦人職員が

職員全体にしめる率

２２人
８１．８％

 当該機関に対する我が国としての評価（当該国際機関の政策に対する我が国の意見の反映度を含む）

94.3
5.7

ＪＥＴＲＯから派遣

   合理化、機能強化のための改革が行われているか。
 　行われている場合はその現状と我が国としての評価


